














































The Research Institute for Innovation Management, HOSEI UNIVERSITY 


















































 (1) 実行された活動の測定・記録 
 (2) 経営管理の観点から見た予算書の表示形態 
Ⅱ 活動のコントロール 1 
 (1) 活動の管理監督（活動のチェック体制） 
 (2) 活動の実行段階における予算の役立ち 
Ⅲ 活動のコントロール 2 
 (1) 活動がうまくいっているか否かの判断尺度 
 (2) 実際の活動がうまくいっていないときの対応 





































活動の測定・記録尺度 件数 割合(％) 
金額 298 93.4 
回数 206 64.6 
人数 203 63.6 
文書記述 137 42.9 
時間 73 22.9 
比率（合格率・参加率等） 64 20.1 
その他 11 3.4 
 （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 319 件、欠損値 7 件、制限なしの複数回答。表中の割合は、





 第 2 順位以降は非貨幣的情報による測定・記録尺度が並ぶが、非貨幣的情報で選択割合が












 第 5 順位の時間による活動の測定・記録は 73 件、全体の 22.9％に留まった。あらかじめ
用意していた 6 つの選択肢（金額、回数、人数、文書記述、時間、比率）のうち、時間情報にも
う少し関心が集まると考えていたが、結果として当初想定していたよりも回答割合が少なか
った。活動の測定・記録単位として時間を選択したのはおおよそ 5 分の 1 の法人であって、




れる。回数や人数の集計記録さえ整っていれば、1 日当たりの平均サービス提供回数や 1 時
間当たりの平均利用者数を簡単に算出することができる。また 1 日当たりの稼働時間は明ら
かであるので、1 時間当たりの平均回数、あるいは 1 時間当たりの平均利用者数などを算出






















 さて表 1 に戻って、集計結果の第 6 順位は比率（合格率・参加率等）である。回答件数は 64
件、全体の 20.1％であった。比率については次節(2)で再度言及する。最後に、「その他」11
件について示しておく。11 件のうち具体的な内容について記述説明があったのは 10 件であ
る。記述内容を列挙すると、取扱件数 2 件、写真 1 件、利用者・参加者のニーズの把握 1 件、
事業の項目数 1 件、参加者のアンケート 1 件、相談などの件数 1 件、チームリーダーが総合



























貨幣数値の他に予算書に期待される表示形態 件数 割合(％) 
事業活動について、予定される回数 160 51.8 
事業活動を実行するために必要な人数 124 40.1 
目標の達成度を評価する尺度の提示 107 34.6 
文書記述による各業務部門の目標 105 34.0 
必要とする技術・熟練度・専門知識のレベル 89 28.8 
事業活動を実行するために必要な時間 69 22.3 
図および表などの可視化情報 67 21.7 
文字、文書による業務遂行上の指示 50 16.2 
設備の稼働率等 34 11.0 
その他 10 3.2 
 （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 309 件、欠損値 17 件、制限なしの複数回答。表中の割合
は、有効回答 309 件に占める各項目件数の割合である。 
 
 表 2 で、経営管理の観点から予算書に記載すべき表示形態として第 1 順位に集計されたの
は、「事業活動について、予定される回数」という回答で 160 件、51.8％であった。全体の
約 2 分の 1 の法人であって、過半数をやや超えた程度（51.8％）に留まった。第 2 順位以下
は過半数未満の 10～40％台に分布している。項目内容を順に示しておくと、第 2 順位は「事
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業活動を実行するために必要な人数」という表示形態で 124 件、40.1％、第 3 順位は「目標
の達成度を評価する尺度の提示」で 107 件、34.6％、第 4 順位は「文書記述による各業務部
門の目標」で 105 件、34.0％である。さらに、第 5 順位の表示形態は「必要とする技術・熟
練度・専門知識のレベル」で 89 件、28.8％、第 6 順位は「事業活動を実行するために必要
な時間」で 69 件、22.3％である。続く第 7 順位は「図および表などの可視化情報」という
回答で 67 件、21.7％、第 8 順位は「文字、文書による業務遂行上の指示」で 50 件、16.2％、
第 9 順位は「設備の稼働率等」で 34 件、11.0％となり、最後に「その他」10 件、3.2％とな
っている。 
 表 2 はこのような集計結果になったが、これと前節(1)で示した表 1「実行された活動の測
定・記録尺度」とに関連があるかを確認しておきたい。繰り返しになるが、表 2 は、経営管
理の観点から予算書が備えておくべき表示形態である。また表 1 は、実行された活動の測
定・記録として使用されている単位尺度である。以下、表 3 に、両者の関連を示しておく。 
 
表３ 表 1「実行された活動の測定・記録尺度」と表 2「経営管理の 




































 表 3 から、実行された活動を人数および比率という尺度で測定・記録しているとき、表 2
の選択肢項目ともっとも多くの関連（4 件ずつ関連）があることがわかる。また、実行された
活動の測定・記録尺度が文書記述と時間のときは、表 2 の選択肢項目 3 つと関連があり、活


































































その他   25 7.8 
 （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 321 件、欠損値 5 件、制限なしの複数回答。表中の割合は、
有効回答 321 件に占める各項目件数の割合である。 
 
 表 4 では、過半数の法人が、各部門管理者の責任のもとで月次で部門の活動を管理監督し
ているという回答をしている。具体的には表 4 の中の「各部門管理者が月次で予算と実際を









































れるケースも大変少なかった。さらに、第 1 順位から第 3 順位の回答を３つとも選択してい















無駄を省き資金の効率的利用を促進することができる。 197 61.4 
従業員が事業活動の進捗状況を理解することができる。 162 50.5 
従業員を指示・指導・監督することが容易になる。 75 23.4 
その他 11 3.4 
 （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 321 件、欠損値 5 件、制限なしの複数回答。表中の割合は、
有効回答 321 件に占める各項目件数の割合である。 
 
 表 5 は、実際の活動を実行するときに予算がどのように役立っているか、選択肢から該当
するものをすべて選んでもらった結果である。表 5 の集計結果によると、選択回答上位 3 項
目までは過半数の回答を集めたことがわかる。具体的には「予算の執行状況を随時チェック
することで、遅れている事業など問題点を早期に発見することができ、経営者・管理者が注
意・関心を向けるべき点が明確になる」が 212 件で 66.0％、「無駄を省き資金の効率的利用
を促進することができる」が 197 件で 61.4％、そして「従業員が事業活動の進捗状況を理解
することができる」が 162 件、50.5％である。第 4 順位の回答となった「従業員を指示・指
導・監督することが容易になる」は、選択する法人が少なく 75 件、23.4％に留まった。 











































もっとも重要視する判断尺度 件数 割合(％) 




利用者のニーズを満足させたか否か。 42 15.5 




その他 3 1.1 
合計 271 100.0 
    （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 271 件、欠損値 55 件、単一回答。単一回答の
設問であるが、複数選択しているものが多かった。2 つ以上に○をしているものは無
効（欠損値）とした。欠損値 55 件のうち、2 つ以上に○をしているものが 53 件、残























 第 3 順位は「利用者のニーズを満足させたか否か」という判断尺度で、42 件、15.5％の法
人が選択した。利用者のニーズの満足という顧客満足の視点を完全に否定する組織は考えに
くい。本設問は、もっとも重要視する判断尺度は何かと尋ねているので、選択しなかった























表 7 実際の活動がうまくいっていないときの対応 
実際の活動がうまくいっていないときの対応 件数 割合(％) 
事業目的の PR を強化する。 172 54.8 
そのまま活動を継続し、次年度または 2・3 年先に検討する。 115 36.6 
従業員賃金・ボーナスカット、経費節約を検討する。 101 32.2 
従業員研修を実施する。 52 16.6 
役員報酬をカットする。 44 14.0 
派遣社員･パートタイマー等へ切り替える。 28 8.9 
本業の公益事業はそのままとし、収益事業の強化に力を入れる。 27 8.6 
外部者による評価を受ける。 25 8.0 
不採算部門を委託事業化する。 15 4.8 
環境変化への不適合であれば合併・解散を検討する。 10 3.2 
政府等の規制を受けているので、事業縮小しない。 7 2.2 
その他 27 8.6 
 （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 314 件、欠損値 12 件、制限なしの複数回答。表中の割合
は、有効回答 314 件に占める各項目件数の割合である。 
 
 集計の結果、「事業目的の PR を強化する」という選択肢に実際の活動がうまくいっていな
いときの対応としてもっとも多くの回答が集まった（172 件、54.8％）。約 2 分の 1 の法人が
選択回答している。50％を超えたのはこの回答のみで、他は 30％台が 2 つ、10％台も 2 つ、
残りは 10％未満の割合に収まった。30％台の回答数を集めたのは、「そのまま活動を継続し、
























正 2.3 従業員研修を実施する 
負 



















-3.0 事業目的の PR を強化する 
-4.8 そのまま活動を継続し、次年度または 2・3 年先に検討する 
従業員研修を実施する 
正 
2.3 事業目的の PR を強化する 
2.7 外部者による評価を受ける 
2.0 環境変化への不適合であれば合併・解散を検討する 
役員報酬をカットする 正 8.3 従業員賃金・ボーナスカット、経費節約を検討する 
負 
-3.3 事業目的の PR を強化する 
-2.7 そのまま活動を継続し、次年度または 2・3 年先に検討する 
派遣社員･パートタイマ
ー等へ切り替える 
正 5.5 従業員賃金・ボーナスカット、経費節約を検討する 




正 2.7 従業員賃金・ボーナスカット、経費節約を検討する 
外部者による評価を受け
る 
正 2.7 従業員研修を実施する 
不採算部門を委託事業化
する 




正 2.0 従業員研修を実施する 
政府等の規制を受けてい
るので、事業縮小しない 




応同士のクロス集計のため 1 つの組み合わせにつき 2 回表示されている。各組み合わせのカイ 2 乗
値、自由度、有意確立を順に示す。 
・「事業目的の PR を強化する」と「従業員研修を実施する」は 5.256、1、0.022。 
・「事業目的の PR を強化する」と「そのまま活動を継続し、次年度または 2・3 年先に検討する」は 19.982、1、
0.000。 
・「事業目的の PR を強化する」と「従業員賃金・ボーナスカット、経費節約を検討する」は 8.950、1、0.003。 
・「事業目的の PR を強化する」と「役員報酬をカットする」は 10.888、1、0.001。 
・「事業目的の PR を強化する」と「政府等の規制を受けているので、事業縮小しない」は 4.739、1、0.029。 
・「そのまま活動を継続し、次年度または 2・3 年先に検討する」と「従業員賃金・ボーナスカット、経費節約を検
討する」は 22.678、1、0.000。 











 表 8 について、活動が上手くいっていないときの対応およびその組み合わせについて、代
















































































-3.0 1.2 2.8 0.2 
予算値と実際値とが乖離していても、事業
計画を実行できたか否か  
1.9 -1.2 -1.7 1.1 
利用者のニーズを満足させたか否か  3.1 -0.8 -2.0 -2.0 
公益事業を強化できたか否か  0.2 -1.5 -1.1 -1.1 
決算が黒字で、借入金の返済、従業員賞与・
税金の支払ができたか否か  
-1.6 2.6 1.5 2.6 










7 の「活動がうまくいっていないときの対応策」のうち、「事業目的の PR を強化する」「従業
員賃金・ボーナスカット、経費節約を検討する」「派遣社員･パートタイマー等へ切り替える」
「本業の公益事業はそのままとし、収益事業の強化に力を入れる」という 4 項目であった。































表 10 表６「実際の活動がうまくいっているか否かの判断尺度としてもっとも重視 
  するもの」と表７「活動がうまくいっていないときの対応」のクロス集計 
活動がうまく  
 いっていない  




























































































































































































































































列合計  143 99 85 43 34 20 21 17 10 8 3 21 
260 
260 
 （注 1） 集計可能な調査票 326 件。行項目（実際の活動がうまくいっているか否かの判断尺度として
もっとも重視するもの）は単一回答、列項目（活動がうまくいっていないときの方策）は制限
なしの複数回答。 
































No.799、2011 年、pp.58-68 を参照されたい。 
(2) ただし、時間測定は煩雑でもあり、詳細情報であるということは情報の収集および分析に
手間がかかるということでもある。 
(3) 表 1（実行された活動の測定・記録尺度）における「人数」と表 2（経営管理の観点から予
算書が備えておくべき表示形態）における「事業活動について、予定される回数」とのクロ
ス集計では、カイ 2 乗値 14.469、自由度 1、有意確率 0.000、両方を選択しているケースの調
整済み残差は 3.8 であり、同じく表 1 の「人数」と表 2 の「事業活動を実行するために必要
な人数」とのクロス集計では、カイ 2 乗値 9.297、自由度 1、有意確率 0.002、両方を選択し
ているケースの調整済み残差は 3.0 である。さらに、表 1 の「人数」と表 2 の「図および表
などの可視化情報」とのクロス集計では、カイ 2 乗値 12.068、自由度 1、有意確率 0.001、
両方を選択しているケースの調整済み残差は 3.5 であり、表 1 の「人数」と表 2 の「設備
の稼働率等」とのクロス集計では、カイ 2 乗値 3.684、自由度 1、有意確率 0.055、両方を
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選択しているケースの調整済み残差は 1.9 である。 
(4) 表 1（実行された活動の測定・記録尺度）における「比率（合格率・参加率等）」と表 2（経
営管理の観点から予算書が備えておくべき表示形態）における「事業活動について、予定さ
れる回数」のクロス集計では、カイ 2 乗値 3.806、自由度 1、有意確率 0.051、両方を選択し
ているケースの調整済み残差は 2.0 であり、同じく表 1 の「比率（合格率・参加率等）」と表
2 の「目標の達成度を評価する尺度の提示」のクロス集計では、カイ 2 乗値 3.910、自由度 1、
有意確率 0.048、両方を選択しているケースの調整済み残差は 2.0 である。さらに、表 1 の
「比率（合格率・参加率等）」と表 2 の「文書記述による各業務部門の目標」のクロス集計で
は、カイ 2 乗値 4.613、自由度 1、有意確率 0.032、両方を選択しているケースの調整済み残
差は 2.1、表 1 の「比率（合格率・参加率等）」と表 2 の「設備の稼働率等」のクロス集計で
は、カイ 2 乗値 6.870、自由度 1、有意確率 0.009、両方を選択しているケースの調整済み残
差は 2.6 である。 
(5) 表 1（実行された活動の測定・記録尺度）における「文書記述」と表 2（経営管理の観点か
ら予算書が備えておくべき表示形態）における「文書記述による各業務部門の目標」のクロ
ス集計では、カイ 2 乗値 4.810、自由度 1、有意確率 0.028、両方を選択しているケースの調
整済み残差は 2.2 であり、同じく表 1 の「文書記述」と表 2 の「図および表などの可視化情
報」のクロス集計では、カイ 2 乗値 4.896、自由度 1、有意確率 0.027、両方を選択してい
るケースの調整済み残差は 2.2 である。また、表 1 の「文書記述」と表 2 の「文字、文書
による業務遂行上の指示」のクロス集計では、カイ 2 乗値 6.435、自由度 1、有意確率 0.011、
両方を選択しているケースの調整済み残差は 2.5 である。 
(6) 表 1（実行された活動の測定・記録尺度）における「時間」と表 2（経営管理の観点から予
算書が備えておくべき表示形態）における「事業活動を実行するために必要な人数」のクロ
ス集計では、カイ 2 乗値 7.435、自由度 1、有意確率 0.006、両方を選択しているケースの調
整済み残差は 2.7 である。同じく表 1 の「時間」と表 2 の「事業活動を実行するために必要
な時間」のクロス集計では、カイ 2 乗値 18.670、自由度 1、有意確率 0.000、両方を選択して
いるケースの調整済み残差は 4.3 であり、表 1 の「時間」と表 2 の「図および表などの可視
化情報」のクロス集計では、カイ 2 乗値 4.068、自由度 1、有意確率 0.044、両方を選択して
いるケースの調整済み残差は 2.0 である。 




                                                                                                                                                              
集計では、カイ 2 乗値 24.116、自由度 1、有意確率 0.000、両方を選択しているケースの調整
済み残差は 4.9 であり、表 1 の「回数」と表 2 の「図および表などの可視化情報」のクロス
集計では、カイ 2 乗値 5.373、自由度 1、有意確率 0.021、両方を選択しているケースの調整







(10) 6 つのケースについて、クロス集計の結果を示しておく。表 4 で第 1 順位の「各部門管理
者が月次で予算と実際を比較して、部門活動を管理している」と第 2 順位の「予算担当者が
月次で各部門から実際値を収集・要約して担当理事に報告する」のクロス集計では、カイ 2
乗値 10.802、自由度 1、有意確率 0.001、両方を選択しているケースの調整済み残差は -3.3
である。次に、第 1 順位の「各部門管理者が月次で予算と実際を比較して、部門活動を管理
している」と第 3 順位の「予算担当者が年次で実際値を収集し、決算書類として予算決算値
比較表を理事会に報告するだけである」のクロス集計では、カイ 2 乗値 39.743、自由度 1、
有意確率 0.000、両方を選択しているケースの調整済み残差は -6.3 である。 
  さらに、第 2 順位の「予算担当者が月次で各部門から実際値を収集・要約して担当理事に
報告する」と第 3 順位の「予算担当者が年次で実際値を収集し、決算書類として予算決算値
比較表を理事会に報告するだけである」のクロス集計では、カイ 2 乗値 57.076、自由度 1、
有意確率 0.000、両方を選択しているケースの調整済み残差は -7.6 である。 
(11) 表 4 の第 1 順位の回答「各部門管理者が月次で予算と実際を比較して、部門活動を管理し
ている」と表 5 の第 1 順位の回答「予算の執行状況を随時チェックすることで、遅れている
事業など問題点を早期に発見することができ、経営者・管理者が注意・関心を向けるべき点
が明確になる」のクロス集計では、カイ 2 乗値 9.284、自由度 1、有意確率 0.002、両方を選
択しているケースの調整済み残差は 3.0 である。また、表 4 の第 2 順位の回答「予算担当者





                                                                                                                                                              
カイ 2 乗値 5.975、自由度 1、有意確率 0.015、両方を選択しているケースの調整済み残差は
2.4 である。 
(12) 表 5 の第 1 順位の回答「予算の執行状況を随時チェックすることで、遅れている事業など
問題点を早期に発見することができ、経営者・管理者が注意・関心を向けるべき点が明確に
なる」と表 4 の第 3 順位の回答「予算担当者が年次で実際値を収集し、決算書類として予算
決算値比較表を理事会に報告するだけである」のクロス集計では、カイ 2 乗値 4.044、自由
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